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有料老人ホーム 椿苑 入居契約書 
有料老人ホーム 椿苑 設置者 株式会社 住心（以下「甲」という）は居住者（以下「乙」

という）及び身元保証人に対して次のとおり契約を締結する。 

 

第 1条（目的） 

甲は熊本県が定める「有料老人ホーム設置運営標準指導指針」に基づき乙が心身共に充実

した安全な生活が送れる様、乙は甲に対し、信義を守り、誠実にこの規約を履行する事を

約する。 

 

第 2条（老人ホームの管理、運営） 

甲は必要なスタッフを配置して、乙の日常生活に必要な諸業務を処理するとともに、建物

及び付帯設備の維持管理を行うものとする。 

 

第 3条（遵守義務） 

乙は甲に対して誠意を持って、この契約に定める事項履行するとともに、甲が示す管理規

程、及びその他の諸規程の事項を遵守するものとする。 

 

第 4条（老人ホームの利用及び利用制限） 

1 乙は契約の解除がない限り、この契約の定めるところにより専用住居（以下「住居」と

いう）及び、甲が共用の為に設置した設備（以下「共用設備」という）を利用すること

が出来るものとする。 

2 乙はその住居を専ら乙の居住以外の目的にしてはならない。 

 

第 5条（各種サービス） 

甲は乙に対して以下のサービスを提供するものとする 

① 各種生活相談、及び助言 

② 食事の提供（介助は在宅サービスを利用する） 

③ 健康管理と治療への協力 

④ 浴室の利用（介助は在宅サービスを利用する） 

⑤ 生活援助(居室の掃除、洗濯、買い物代行等) の日常生活支援サービスは、当施設では 

行っておりませんので、入居者本人若しくはご家族で出来ない方は、委託業者を利用 

する事。（日常的な簡単な居室清掃については施設サービスにて行います） 

⑥ 災害、疾病等の緊急時の対応 

⑦ 在宅保健、福祉サービスに関し、連絡等の便宜を図ること 

⑧ 自主活動への協力 



⑨ 入居者の要望を考慮し、運動、娯楽等のレクリエーションを実施し、又地域における

自治体の行事などに積極的に参加するように努める。 

 

第 6条（利用料等） 

 入居費の内訳 （月途中の入居、退去は日割り計算とする。） 

 

居室料 

個室 A 35,000 

(個室 B  40,000) 

(相部屋  23,000) 

（非課税） 

居室使用料 

 

食 費 

      

30,000 

（課税 8％） 

食材仕入、厨房人件費。 

朝食 250 円、昼食 350 円、夕食 400円 

 

管理費 

      

32,600 

（非課税） 

火災・侵入等の警備、ゴミ処分料、共有部分の清掃及び除草作

業、専用・共有部分を含めた全館の空調施設利用料、クリーニ

ング取次ぎサービス 

消費税       2,400 食費に対する 8％の課税額 

合 計      100,000 表示金額は個室 A の総額表示です。 

※ 入院中、居室代・管理費は全額発生する 

 

第 7条(利用料の改定) 

変更が生じた場合それに基づき、利用料を改訂するものとする。 

 

第 8条(利用料等の納入) 

甲は、当月の利用料を毎月 15日に乙の指定する口座より引き落とすものとする。 

 

 

第 9条(居住への立ち入り) 

甲は住居の保険、衛生、防犯、防火、その他、管理上の必要があると認められる場合は乙

の承諾を得て、いつでも住居内に立ち入り、必要な措置をとることが出来るものとする。

ただし、乙の健康、災害上の緊急の場合は乙の承諾を得ないで立ち入る事ができる。 

 

第 10条（甲の賠償責任） 

天災、事変、その他、不可抗力及び火災、盗難、あるいは外出中の不慮の事故により乙が

受けた損害について甲は一切の賠償責任を負わないものとする。ただし、甲の故意により

乙が受けた損害によって乙に損害を与えた場合はこの限りではない 

 



第 11条（甲の契約解除） 

1 甲は乙が次の各号のいずれかに該当する場合乙に対して 1ヶ月間の予告期間を置いてこ

の契約の解除を通知することが出来るものとする 

① 利用料を 2ヶ月以上支払わない時 

② 個別の日常生活上の援助、又は介護を必要とする状態であるにもかかわらず、それを受

けて頂けない時 (介護保険ケアプランへの位置付け) 

③ 入院が 2ヶ月を超える事が予測される時 

④ その他グループリビングの秩序を著しく乱し、他の居住者に迷惑をかけた時 

2  乙は前項の規定により、甲がこの契約の解除を通告した場合には、その予告期間満了

後、遅滞なくその住居を明け渡すものとする 

3  甲は乙に対し、契約の解除通告をするに先立って必ず、乙および乙の身元保証人に弁

明の機会を設けるものとする 

第 12条（乙の契約解除） 

乙はこの契約を解除しようとする時は 30日以上の予告期間をもって甲が定める契約解除届

を甲に提出するものとし、その契約解除届に記載された契約解除日をもってこの契約は解

除されるものとする。 

 

第 13条（身元保証人及び連帯保証人） 

1 乙は入居に際し、1名以上の身元保証人、連帯保証人を定めるものとする 

2 前項の身元保証人は乙の契約不履行があった場合、この契約から生じる一切の責務につ

いて遅滞して履行の責を負うとともに、必要な場合は乙の身柄を引き取る責任を負うも

のとし、連帯保証人の責務極度額は 30万円とする。 

3 乙は身元保証人の住所、氏名に変更があったとき及び死亡等、変更事項があれば、その

旨を直ちに甲に通知しなければならない。 

 

 

第 14条（苦情対応） 

１ 入居者は事業者及び提供するサービスに対する苦情を申し立てることができます。 

２ 事業者は、苦情受付の窓口については、重要事項説明書で定め、対応については

事故発生防止の指針（別添）によって迅速かつ誠実に対応すると共に適切な解決

に努めます。  

３ 事業者は、入居者が苦情申立を行ったことを理由に何らの不利益な扱いをするこ

とはありません。 

以上のとおり「甲」「乙」「身元保証人」は記名捺印のうえ契約し、その証として「甲」「乙」

「身元保証人」は本書を 1通ずつ保有する。 

 

 



第 15条 （身体拘束） 

身体拘束については「切迫性」「非代替性」「一時性」がない限り行わない事とするが、入

居者の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き身体拘束を一時的に行う

場合にはその態様及び時間、その際の心身の状況緊急やむを得なかった理由を記録する事

とする。 

 

第 16条（退所時の修繕義務） 

居室の物損に対する現状回復は当施設の負担とするが、入居期間の日数に関係無く、退去

時には居室のハウスクリーニング料として２万円を請求させて頂くものとする。 

 

第 17条（人権の擁護、虐待防止） 

甲は、乙の人権擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うと共に、従業者に対

し、研修を実施する等の措置を講じるものとする。 

（1） 虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業員に周知

徹底を行う。 

（2） 虐待防止のための指針の整備 

（3） 虐待を防止するための定期的な研修の実施 

（4） 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置 

 

第 18条（感染症の発生・蔓延防止） 

甲は、感染症が発生し、又は蔓延しないように、次の各号に掲げる措置を講じるものとす

る。 

（1） 施設内における感染症の予防及び蔓延防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね 6月に１回以上開

催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を行う。 

（2） 施設内における感染症の予防及び蔓延防止のための指針を整備する。 

（3） 従業者に対し、感染症の予防及び蔓延防止のための研修及び訓練を定期的に実施す

る。 

 

第 19条（業務継続計画の策定等） 

１ 甲は、感染症や非常災害の発生時において、入居者に対し当苑のサービスを継続的に実

施するための、非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」

という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。 

２ 甲は、従業員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を

定期的に実施するものとする。 



３ 甲は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行う

ものとする。 

 

第 20条（ハラスメント対策への強化） 

甲は、適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は

優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより社

員の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じるもの

とする。 

 

 

 

 

 

 

令和   年   月   日 

設立者（甲） 

          住所 

氏名                           印 

電話 

 

 

居住者（乙） 

          住所  

          氏名                           印 

          電話 

 

 

身元保証人 

          住所 

氏名                           印

電話 


